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日立都市計画 地区計画の決定(常陸太田市決定) 

 

日立都市計画 山吹運動公園周辺地区地区計画を次のように決定する。 

（常陸太田市） 

名    称 山吹運動公園周辺地区 地区計画 

位    置 

常陸太田市稲木町字西山岸，字西山峯，字後谷，字出河原，字東の各一部，

新宿町字三味所下及び字旦林下の各一部，西三町及び西三町字西道の各一

部，木崎一町の一部，寿町の一部 

面    積 約 12.5ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は，常陸太田市街地の西部に位置し，昭和 45 年に決定された都

市計画公園である山吹運動公園の一部及びその周辺地区であり，常陸太田

市のスポーツ活動における拠点となっている。 

市内では、常陸太田市東部地区の開発や幹線道路の整備等により，市民

だけでなく広く人を呼び込む各種大会の開催などのスポーツを通じた広

域交流の基盤が整いつつある。 

『常陸太田市スポーツ推進計画』における市民アンケートにおいては，

子供から高齢者まで「気軽に利用が可能な生涯スポーツ推進」の更なる充

実を求める意見が多く，様々な市民ニーズへの対応の必要性が高まってい

る。 

また，『常陸太田市都市計画マスタープラン』においても，安全で快適

に運動できる公園として，適切な維持管理を図るとともに，運動施設の整

備等も検討し，利活用に努めることが位置付けられている。 

こうした状況を踏まえ，本地区では，広域交流を促進し，スポーツを楽

しむことのできる環境を創出するため，周辺の住環境との調和を図りなが

ら，スポーツ活動の拠点として相応しい地区の形成を図ることを目標とす

る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

土地利用の 

方   針 

本地区は，次の２地区に区分し，適切な土地利用を誘導する。 

1．公園地区 

運動施設を適切に配置し，スポーツ活動の拠点に相応しい土地利用の誘

導を図る。 

2．住宅地区 

既に形成されている良好な住環境を保全するとともに，運動施設が立地

する公園の周辺として，小規模な店舗等の立地を図り，市民がスポーツに

親しみやすい環境の形成を図る。 

建築物等の 

整備方針 

地区計画の目標及び土地利用の方針に整合した市街地環境の形成を図

るため，建築物等の用途の制限，建築物等の敷地面積の最低限度を定め

る。 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の 

区分 

名称 公 園 地 区 住 宅 地 区 

面積 約 10.8ｈａ 約 1.7ｈａ 

建築物等

の用途の

制限 

以下に掲げる建築物は建築してはな

らない。 

(1) 建築基準法別表第２（と）項第３

号及び第４号に掲げるもの 

(2) 建築基準法別表第２（ぬ）項第３

号及び第４号 

(3) 住宅 

(4) 共同住宅，寄宿舎又は下宿 

(5) 学校 

(6) 病院又は診療所 

(7) 公衆浴場 

(8) カラオケボックスその他これに類

するもの 

(9) マージャン屋，ぱちんこ屋，射的

場，勝馬投票券発売所，場外車券売

場その他これらに類するもの 

(10) ナイトクラブその他これに類す

るもの 

(11) キャバレー，料理店その他これら

に類するもの 

(12) 劇場，映画館又は演芸場若しくは

観覧場又は店舗，飲食店若しくは展

示場に供する部分（劇場，映画館，

演芸場又は観覧場の用途に供する部

分にあっては，客席の部分に限る。）

の床面積の合計が１０，０００平方

メートルを超えるもの 

(13) 神社，寺院，教会その他これらに

類するもの 

(14) 自動車教習所 

(15) 倉庫業を営む倉庫 

(16) 自動車修理工場 

(17) 前号に掲げるもの以外の原動機

を使用する工場で作業場の床面積の

合計が５０平方メートルを超えるも

の 

建築基準法別表第 2（は）項に掲

げる建築物以外の建築物は建築し

てはならない。 

 

建築物等

の敷地面

積の最低

限度 

― 200 ㎡ 
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適用の除外 

1.「建築物等に関する事項」のうち，「建築物等の用途の制限」の規定に関

しては，基準時※において現に存する建築物で｢建築物等の用途の制限｣

に適合しない建築物を次に定める範囲内において増築又は改築する場合

は，適用を除外する。 

(1)増築又は改築後の床面積の合計が，基準時における床面積の合計の１．

２倍を超えないこと。 

(2)増築又は改築後の｢建築物等の用途の制限｣に適合しない用途に供する

建築物の部分の床面積の合計は，基準時におけるその部分の床面積の合

計の１．２倍を超えないこと。 

(3)｢建築物等の用途の制限｣に適合しない事由が原動機の出力，機械の台数

又は容器等の容量による場合においては，増築又は改築後のそれらの出

力，台数又は容量の合計は，基準時におけるそれらの出力，台数又は容

量の合計の１．２倍を超えないこと。 

(4)用途の変更（政令第１３７条の１９第２項に規定する範囲内であるもの

を除く。）を伴わないこと。 

2.「建築物等に関する事項」のうち，「建築物の敷地面積の最低限度」の規

定に関しては，基準時において現に建築物の敷地として使用されている

土地で当該規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に

基づいて建築物の敷地として使用するならば当該規定に適合しないこと

となる土地について，その全部を一の敷地として使用する場合において

は，適用を除外する。ただし，当該規定に適合するに至った建築物の敷

地又は所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば当該規定に適合するに至った土地については，この限りでない。 

3.「建築物等に関する事項」のうち，「建築物等の敷地面積の最低限度」の

規定において，法８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行による面積

の減少により，当該事業の施行の際現に建築物の敷地として使用されて

いる土地で当該規定に適合しなくなるもの又は当該事業の施行の際現に

存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するなら

ば当該規定に適合しないこととなる土地について，その全部を一の敷地

として使用する場合においては，適用を除外する。ただし，次の各号の

いずれかに該当する土地については，この限りでない。 

(1) 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行により面積が減少し

た際，当該面積の減少がなくとも「建築物等に関する事項」のうち，「建

築物等の敷地面積の最低限度」の規定に違反していた建築物の敷地又は

所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならば当該

規定に違反することとなった土地 

(2) 「建築物等に関する事項」のうち，「建築物等の敷地面積の最低限度」

の規定に適合するに至った建築物の敷地又は所有権その他の権利に基づ

いて建築物の敷地として使用するならば当該規定に適合するに至った土

地 

4.市長が，周辺の環境を害する恐れがないと認め又は公益上やむを得ない

と認めたものについては，「建築物等に関する事項」の適用を除外する。 
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※地区整備計画における「基準時」とは，都市計画法第 20 条第 1 項の告

示をいう。 

「区域は計画図表示のとおり」 
 

理 由 

広域交流を促進し，スポーツを楽しむことのできる環境を創出するため，周辺の住環境との調

和を図りながら，スポーツ活動の拠点として相応しい地区の形成を図ることを目的として，地区

計画を決定する。 



200
準  工
60

１

山吹運動公園周辺地区 地区計画

約１２．５ｈａ

広域交流を促進し，スポーツを楽しむこと

のできる環境を創出するため，周辺の住環

境との調和を図りながら，スポーツ活動の

拠点として相応しい地区の形成を図ること

を目的とする。

番号

地区名

面積

理由

区域表示

日立都市計画 地区計画総括図




